
（ ）
財務会計上
の短縮番号

3383

2061 1 1

（直近）

91.9%

1.66人 12,389 1.66人 12,079 1.67人 12,136 1.72人 10,613 100.5%

1.45人 11,890 1.45人 11,600 1.45人 11,600 1.20人 9,360 100.0%

0 0 0.01人 36 0.01人 36 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 480 0.20人 460 0.20人 480 0.50人 1,200 104.3%

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 105.3%

98.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      98.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 96 97 96 97 97

（2） 人 837 879 857 860 860

（3） 回 23 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

13,876

9

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,834

14,97015,244

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

１歳６か月児健康診査事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

１歳６か月児

集団指導、問診、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（育児・栄養・歯科、心理な
ど）

実施期間

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月の時点において、運動機能・視聴覚・精神発達等の遅滞、
障害のある幼児を早期発見し適切な保健指導等を行うことにより、健全育成を期する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成 2年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知） 妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施につ
いて（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通知）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

2,855 3,085 3,263

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

15,164

15,244 15,164 13,87614,961

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

診察については可能だが、発達検査や栄養
指導、歯科健診は、医療機関では対応でき
ないので委託できない

内　　　　　　　　容

実施回数

受診者数

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月
の時点において、100％に近い受診率により、運動機
能・視聴覚・精神発達等の遅滞、障害のある幼児を早期
発見し適切な保健指導等が行われている

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

１歳６か月検診で発達に障害のある幼児を早期発見し、適切に支援する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3389

2061 1 1

（直近）

91.8%

1.32人 9,601 1.32人 9,359 1.52人 10,980 1.51人 10,097 117.3%

1.11人 9,102 1.11人 8,880 1.31人 10,480 1.20人 9,360 118.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 480 0.20人 460 0.20人 480 0.30人 720 104.3%

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 105.3%

112.4%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      112.4%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 92 94 95 95 95

（2） 人 812 849 826 830 830

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

３歳６か月検診で発達に障害のある幼児を早期発見し、適切に支援する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

診察については可能だが、発達検査や栄養
指導、歯科健診については、医療機関では
対応できないので委託できない

内　　　　　　　　容

実施回数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

受診者数

身体発育・精神発達の面から最も重要な時期であ
る時期に健診を行い、100％に近い受診率により、
運動発達等心身障害その他疾病及び異常を早
期発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の
保持・増進が図られている

選択の
理　由

11,617

11,454 11,617 12,45813,053

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

2,258 2,361

(予算）
区　　　　　分

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知） 妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施につ
いて（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通知）

※見直し内容を記入

H23/H22

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

集団指導、問診、尿検査、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（発達、育児、栄
養、歯科予防接種等）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

身体発育・精神発達の面から最も重要な時期である時期この時期に健診を行い、運動発達等心身障害その他疾
病及び異常を早期発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の保持・増進を図る

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事　業　費（千円）

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

1,853

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

３歳６か月児健康診査事業

保健福祉部健康増進課

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,073

13,05311,454

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

12,458

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3391

2061 1 1

（直近）

105.8%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.20人 1,020 100.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.10人 240 - 

0 0 0 0 - 

101.6%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      101.6%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 66 68 67 70 70

（2） 人 47 44 49 50 50

（3） 回 6 6 6 6 6

（4） 回 6 6 6 6 6

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1,332

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

309

1,1091,123

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

３歳児視力・聴覚検診事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児健診時に回収したアンケート結果で必要と判断した者

問診、視力検査、眼科診察、耳鼻科診察

実施期間

弱視を引き起こす斜視や屈折異常などの視力障害及び軽度から中程度難聴の原因となる
滲出性中耳炎の早期発見・治療に結びつける

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

303 292 312

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

1,092

1,123 1,092 1,3321,109

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

医療機関への委託が可能

内　　　　　　　　容

視力検診実施回数

聴覚検診受診者数

視力・聴力の障害を早期に発見している
選択の
理　由

聴覚検診実施回数

指
標
値

区　　　　　分 単位

視力検診受診者数

視力障害及び聴力の早期発見・早期治療に有効。継続する。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3388

2061 1 1

（直近）

108.9%

1.21人 9,859 1.21人 9,619 1.21人 9,620 1.51人 10,097 100.0%

1.20人 9,840 1.20人 9,600 1.20人 9,600 1.20人 9,360 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.30人 720 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 105.3%

101.4%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      101.4%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 98 99 98 97 98

（2） 人 873 877 854 860 870

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

12,030

1,865

11,48511,531

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 

非常勤職員

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課

保健衛生の充実

（ ）

４か月児健康診査事業

事
業
コ
ス
ト
等

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

４か月児

集団指導、問診、身体計測、小児科診察、保健指導（育児、発達、栄養、予防接種等）

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

疾病の予防や早期発見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・栄養・発達等の保健
指導を実施し、育児支援及び乳児の健全な育成に期する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成９年度　～　）

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施
（厚生省児童家庭局長通知）

(予算）
区　　　　　分

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

1,672 1,713 1,933

11,332

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員

11,531 11,332 12,03011,485

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託可能である

内　　　　　　　　容

実施回数

受診者数

100％に近い受診率により、疾病の予防や早期発
見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・
栄養・発達等の保健指導を実施し、育児支援及び
乳児の健全な育成が図られている

選択の
理　由

乳児の健康管理に重要。１００％の受診率を目指し努力する。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3371

2062 1 1

（直近）

102.7%

0.30人 2,460 0.90人 7,200 0.40人 3,200 0.40人 3,120 44.4%

0.30人 2,460 0.90人 7,200 0.40人 3,200 0.40人 3,120 44.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

96.7%

国・府支出金 114.7%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      96.4%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 15,652 15,158 15,441 17,500 17,500

（2） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（3） 回 6回 6回 6回 6回 6回

（4）

選択の
理　由

健康を維持することは、市民生活、活動の基盤である。
市民の健康保持・増進を目的に行い、市民の健康意識を高め、受診率の
向上を目指す。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

特定健診と同時実施することにより、必要な
検査が同時にできる。

単位

受診者数

69,912支  出  合  計   

財
源

1,244 1,081

67,960 68,831

(予算）

※見直し内容を記入
法改正により特定健診に追加健診及び胸部Ｘ線検査、肝炎ウィルス、前立腺検診の同時実
施による見直し

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

62,712 72,112事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）

財務会計上の事業名

住民健康診査事業

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

心臓病、脳卒中等の生活習慣病を予防する対策の一環とし、これらの疾患の早期発見を図
り、必要な者に対し栄養や運動等に関する保健指導、健康管理に関する正しい知識の普
及を行う。

事業内容の見直し 平成20年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

66,744

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

（ ）

住民健康診査事業

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

集団健診：15歳以上、個別健診：40歳以上の市民

集団健診（6月）、個別健診（6月～3月）

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

64,427

67,62769,204

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

75,232

2,7291,240

72,50366,387

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3371

2062 1

（直近）

124.1%

0.24人 1,142 0.24人 1,124 0.40人 1,732 0.40人 1,351 154.1%

0.09人 738 0.09人 720 0.11人 880 0.11人 858 122.2%

0.07人 252 0.07人 252 0.17人 612 0 242.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.08人 152 0.08人 152 0.12人 240 0.29人 493 157.9%

141.4%

国・府支出金 - 

受益者負担　 174.8%

その他財源 - 

一般財源      105.2%

123.6%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 162 170 225 260 226

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

2,600

301

1,449

130

43 42 52 170

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

1,029

2,7611,995

21 年度

(決算）

22 年度

1,447

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

住民健康診査事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

健康診査事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

40歳以上の市民

集団方式で総合がん検診と同時に実施するとともに、40歳以上で今までに受診されていな
い希望者を対象にBＣ型肝炎検査を実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

集団方式により月に２回程度実施している。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成19年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）

1,249事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

828

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

853 829

1,953

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員

853

1,142 1,125 8501,184

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

血液検査等の検査委託はしている。

内　　　　　　　　容

特定健診の受診券の送付が５月半ばな為、
事業実施時期が６月からとなり実施回数が４
回減って受診者の伸びが横ばいになってい
る。受診希望者が多い為日程の調整を図り検
査の充実に繋げたい。

選択の
理　由

２年前までは、総合がん検診との同時実施しかなかったが、特定健康診
査のみの実施をしたところ、受診者も増え、年５回が今年は１０回に増やし
ている状態であるので、このまま推移を見ていくべきだと考える。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数の増

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3402

2061 1 2

（直近）

106.3%

0.90人 6,120 0.29人 1,161 0.90人 6,000 0.60人 3,460 516.8%

0.70人 5,740 0.10人 800 0.70人 5,600 0.40人 3,120 700.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 380 0.19人 361 0.20人 400 0.20人 340 110.8%

117.9%

国・府支出金 109.5%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      124.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 9,768 10,572 10,160 10,500 10,500

（2） 人 1,476 1,432 1,428 1,500 1,500

（3） 人 10,660 12,004 11,588 12,000 12,000

（4）

選択の
理　由

府内平均に比べ、低い公費負担額の改善。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

すべて委託にて実施

内　　　　　　　　容

受診者数（延）

乳児健診受診者数（一般+後期）

経済的負担の軽減を図ることにより、安全な出産をするた
めに妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期発見を行
うとともに、妊婦、乳児の健康の保持増進を図っている。
しかし、府内平均に比べ、公費負担額が低額。

単位

妊婦健診受診者数

41,196支  出  合  計   

財
源

13,175 17,807

26,037 23,389

(予算）

※見直し内容を記入 妊婦健診回数の増加(14回）

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

40,035 60,915事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施に
ついて（厚生省児童家庭局長通知）

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

安全な出産をするために妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期発見を行うとともに、妊
婦、乳児の健康の保持増進を図る

事業内容の見直し 平成21年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

33,092

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

（ ）

妊婦・乳児健康診査事業

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

妊婦及び乳児

医療機関委託による妊婦及び乳児健診

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

42,570

48,57039,212

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

64,375

27,41219,502

36,96329,068

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3384

2061 1 2

（直近）

110.0%

0.70人 5,740 0.50人 4,000 0.70人 5,600 0.70人 5,460 140.0%

0.70人 5,740 0.50人 4,000 0.70人 5,600 0.70人 5,460 140.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

133.1%

国・府支出金 47.3%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      148.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 605 660 731 750 750

（2） 回 83 91 93 95 95

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

6,890

376

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

1,327

6,9276,833

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

親子教室事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

１歳６か月児健康診査等で発達の遅れある児や育児不安、虐待の恐れがある親子

保育士による親子遊び、心理相談員、保健師による育児相談

実施期間

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げるための見極め、発達支援、育児不安
の軽減、虐待の予防。

事業内容の見直し 平成21年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成2年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）育児等健康支援事業の実施につい
て（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入 対象者の増加に伴い、1クール(週1回・4か月）の参加に変更した

アルバイト

H23/H22

1,093 1,206 1,430

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

369

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

5,206

6,464 4,411 6,8906,551

795

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

教室運営自体は、委託可能

内　　　　　　　　容

実施回数

発達支援課との整合性を図りつつ、内容・役
割の見直しが必要

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加延人員

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3401

2061 1 2

（直近）

97.9%

1.90人 15,580 1.70人 13,600 2.20人 17,600 3.20人 19,560 129.4%

1.90人 15,580 1.70人 13,600 2.20人 17,600 2.20人 17,160 129.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 1.00人 2,400 - 

0 0 0 0 - 

122.5%

国・府支出金 68.3%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      136.2%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,343 1,659 1,593 1,600 1,600

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

23,110

2,5002,401

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

3,732

21,33218,463

21 年度

(決算）

22 年度

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

訪問指導事業（母子保健）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

ハイリスク妊産婦、新生児の希望者、健診等で保健指導が必要な者

保健師、助産師による家庭訪問

実施期間

家庭訪問での保健指導により、保護者の育児等の不安の軽減や異常の早期発見、治療や
療育、育児等についての指導により母子の健全育成を期する

事業内容の見直し 平成19年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

事業の目的【どのような結果を得るか】

3,550事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１１条（新生児の訪問）、第１０条（保健指導）、妊婦及び新生児に対する訪問
指導の実施について（児童家庭局長通知）、児童福祉法

(決算）

24 年度

※見直し内容を記入 乳児家庭全戸訪問事業（新生児訪問と同時実施）、養育支援訪問事業等の導入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

財
源

2,882

任期付短時間勤務職員

3,514

2,883 3,814

17,414

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

平成２０年１０月より総合窓口課より出生届時に「出
生連絡票」を回収することにより対象者の把握が容
易になったため、訪問件数が増加した。訪問によ
り、個々の家庭状況を把握し支援している

選択の
理　由

15,581 13,900 20,61018,931

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

乳児家庭全戸訪問は、助産師・保健師等
専門職の委託先があれば可能

内　　　　　　　　容 単位

訪問件数

乳幼児健康診査の受診状況のさらなる把握に努め、支援が必要な家庭
の早期発見に努める。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3396

2061 1 2

（直近）

138.0%

0.06人 429 0.06人 419 0.11人 820 0.71人 2,237 195.7%

0.05人 410 0.05人 400 0.10人 800 0.10人 780 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.60人 1,440 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 105.3%

186.5%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      186.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 922 932 867 900 900

（2） 件 950 975 890 930 930

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

2,331

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

109

929579

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

母子健康手帳交付事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

妊婦

妊娠届により母子健康手帳を交付するとともにハイリスク妊婦等の必要な者に対して保健師
による保健指導を実施する

実施期間

母子の健康の保持・増進を目的に母子の健診記録や予防接種の記録をし、母子の健康管
理を促す。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成4年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１６条（母子健康手帳）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

150 79 94

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

498

579 498 2,331929

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

法に基づいた事業であり、市町村が妊娠届
けの届出先になっており、また保健指導がで
きる体制において実施すべきものである為、
委託することは不可

内　　　　　　　　容

母子健康手帳交付数

母子の健康の保持・増進のため保健指導等
により、必要な情報提供がなされている。

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

妊娠届出数

母子保健法に規定する市の義務である。
妊婦や子育てに必要な情報をより活用を図る。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3392

2061 1 2

（直近）

112.3%

1.60人 10,220 1.60人 9,950 1.70人 10,800 1.90人 11,040 108.5%

1.10人 9,020 1.10人 8,800 1.20人 9,600 1.20人 9,360 109.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50人 1,200 0.50人 1,150 0.50人 1,200 0.70人 1,680 104.3%

0 0 0 0 - 

109.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      109.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 348 420 311 320 350

（2） 人 532 562 476 500 500

（3） 回 11 13 13 12 12

（4） 回 104 122 100 110 110

選択の
理　由

(決算）

24 年度

13,278

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

1,840

12,64012,253

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

約束クリニック事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

乳幼児健診等の結果、要経過観察と判断された児

問診、身体計測、小児科診察、発達相談、保健指導（育児、栄養)

実施期間

専門医の診察、心理相談員による発達相談及び保健指導等により経過を観察をすることに
より、異常の早期発見・治療及び療育につなげる

事業内容の見直し 平成19年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１３条（健康診査）

※見直し内容を記入 非常勤心理相談員の採用

アルバイト

H23/H22

2,033 1,638 2,238

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

11,588

12,253 11,588 13,27812,640

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

専門的な診察が出来る医療機関なら
委託可能。
心理については、不可

内　　　　　　　　容

小児科診察実施回数

心理相談受診者数

専門医の診察、心理相談員による発達相談
及び保健指導等により経過を観察をすること
により、異常の早期発見・治療及び療育につ
なげることができている

選択の
理　由

心理相談実施回数

指
標
値

区　　　　　分 単位

小児科診察受診者数

異常の早期発見・治療及び療育につなげることができている。継続する。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2061 1 2

（直近）

- 

0.39人 3,198 0.60人 4,800 0.40人 3,200 0.70人 3,300 66.7%

0.39人 3,198 0.60人 4,800 0.40人 3,200 0.30人 2,340 66.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.40人 960 - 

0 0 0 0 - 

66.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      66.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 1,811 1,736 2,054 2,100 2,100

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

3,300

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

0

3,2003,198

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

妊婦及び乳幼児の保護者、家族

特設電話での育児相談

実施期間

育児不安の軽減、虐待予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１０条（保健指導）、子どもの心の健康づくり対策事業（国）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

0 0 0

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

4,800

3,198 4,800 3,3003,200

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

専門職種のいる所であれば可能

内　　　　　　　　容

保護者の育児不安にタイムリ－に対応し、虐
待予防や児の健全育成に繋がっている。

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

相談件数

子育て支援や育児不安の解消、虐待の早期発見・予防に有効。
事業手法は検討の必要。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3407

2061 1 2

（直近）

105.4%

0.20人 1,060 0.20人 1,030 0.20人 1,040 0.20人 1,020 101.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.10人 240 0.10人 230 0.10人 240 0.10人 240 104.3%

0 0 0 0 - 

101.9%

国・府支出金 45.4%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      111.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 257 176 229 230 230

（2） 回 31 32 32 32 32

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1,306

83

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

293

1,3331,343

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

幼児のあそび教室事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類番号 / 事 業番 号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児健康診査等で発達の遅れある児や情緒面で集団生活の準備が必要な児、ま
た育児不安、虐待の恐れがある親子

保育士による小集団の設定保育（母子分離）、心理相談員、保健師による保護者のグルー
プワーク

実施期間

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げる。発達支援、育児不安の軽減、虐待
の予防。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成12年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）、育児等健康支援事業の実施につ
いて（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

283 278 286

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

105

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

1,308

1,238 1,125 1,3061,250

183

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

教室運営自体は、委託可能だが、その後の
進路などの相談は、不可能

内　　　　　　　　容

実施回数

発達の経過観察により療育等の適切な集団
に繋げることができている。

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加延人員

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3394

2061 1 2

（直近）

94.2%

0.25人 2,050 0.22人 1,760 0.25人 2,000 0.25人 1,950 113.6%

0.25人 2,050 0.22人 1,760 0.25人 2,000 0.25人 1,950 113.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

110.1%

国・府支出金 28.7%

受益者負担　 128.6%

その他財源 - 

一般財源      125.7%

117.0%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 311 341 363 360 360

（2） 回 16 17 17 17 17

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1 1 1 1

2,333

21

100

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

376

2,3762,399

21 年度

(決算）

22 年度

18

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

離乳食講習会事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

離乳期初期～中期及び後期～完了期の児の保護者

年１０回の講義、試食と年６回の調理実習

実施期間

離乳食の正しい知識を啓発することにより、今後の食習慣の基礎づくりとする

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１０条（保健指導）、第１４条（栄養の摂取に関する援助）、育児等健康支援事
業の実施について（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

349 399 383

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

14 14

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

81

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

2,159

2,304 1,797 2,3122,258

348

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

栄養士会などに委託可能

内　　　　　　　　容

実施回数

今後の食習慣の基礎づくりに離乳食の正し
い知識を啓発している

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

受講者数

乳児の栄養指導を行い、母子の健康に貢献。
今後、アウトソーシング導入を検討。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3393

2061 1 2

（直近）

101.5%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 100.0%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.2%

国・府支出金 - 

受益者負担　 79.2%

その他財源 - 

一般財源      99.7%

79.0%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 656 684 606 650 650

（2） 回 30 34 33 33 33

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1 3 2 5

4,544

202

48

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

599

4,5994,666

21 年度

(決算）

22 年度

95

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

両親教室事業（母子保健）

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類番号 / 事 業番 号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

妊婦、その配偶者

５回シリーズによる講義、妊婦体操、沐浴の実習、調理実習等（年６クール）および日曜日に
妊婦と配偶者参加の教室（年３回）

実施期間

妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知識の習得により、安全な出産および母性・父性
を高め、母子の健全育成を期する

事業内容の見直し 平成　１８年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条、母子保健法第１０条、　母性、乳幼児にたいする健康診査及び保健指導について（児童家庭
局長通知）、育児等健康支援事業の実施について（母子保健課長通知）

※見直し内容を記入 1クールを4回から5回に増加し、食育をめざした調理実習を追加

アルバイト

H23/H22

566 590 644

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

66 120

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

34

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

4,590

4,566 4,470 4,3424,456

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

助産師会など専門家集団の委託先があれば
可能

内　　　　　　　　容

実施回数

妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知
識の習得により、安全な出産および母性・父
性を高め、母子の健全育成に繋がっている。

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

受講者数

妊娠中の健康管理から出産、また、母子が健康で安心して子育てで
きるよう、充実。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3397

2061 1 2

（直近）

90.7%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

99.4%

国・府支出金 37.1%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      102.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 56 64 45 50 50

（2） 回 11 12 12 12 12

（3）

（4）

選択の
理　由

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

事業運営自体は可能だが、事業へのつなぎ
やその後の事業とのつながりでは、難しい点
がある

内　　　　　　　　容

実施回数

発達の経過観察、発達支援および育児不安
の軽減、虐待予防を図っている

単位

相談者延人数

854支  出  合  計   

財
源

50 35

821 819

(予算）

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

54 57事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第９条（知識の普及）、第10条（保健指導）

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

発達の経過観察、発達支援および育児不安の軽減、虐待予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

51

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

（ ）

育児相談会事業（母子保健）

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

乳児後期健診の結果、必要と判断した児及び希望者

保育士による親子遊び及び保健師による個別相談、身体計測

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

49

849871

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

837

13

837836

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3409

2061 1 2

（直近）

22.9%

0.10人 820 0.10人 800 0.05人 400 0.00人 0 50.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.05人 400 0 50.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

35.3%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      35.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 39 8 3 0 0

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

扶助費交付件数

大阪府でも同様の事業が実施されているた
め、
23年度をもって終了

選択の
理　由

不妊治療は、精神的にも経済的にも負担が大きいことから、そうした負担
の軽減を図る上で、助成制度を実施してきた。２３年度をもって終了。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

618

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

内　　　　　　　　容

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員

5,215

※見直し内容を記入 平成23年度で終了

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

4,395 950 0事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

(予算）
区　　　　　分

事業内容の見直し 平成21年度

(平成１５年度～平成23年度)（平成　　年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

不妊症の夫婦

扶助費の交付

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

保健衛生の充実

（ ）

ハッピーバース支援事業財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

不妊症の夫婦に対して、不妊治療に係る費用の助成をすることにより、経済的負担の軽減
を図り、子どもの出生を助長し少子化の防止を図る。

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課

受益者負担率 

非常勤職員

1,750

1,750

218

6185,215

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

0

0

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3387

2061 1 2

（直近）

100.6%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.40人 3,200 0.30人 2,340 80.0%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.40人 3,200 0.30人 2,340 80.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

88.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      88.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 2,704 2,087 1,845 1,850 2,300

（2） 人 219 236 183 190 200

（3） 回 22 24 24 24 24

（4） 回 9 10 10 20 20

選択の
理　由

歯科医師会と協力し、受診者等の増を図る。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

よい歯の教室実施回数

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

歯科医師会に委託済み

内　　　　　　　　容

フッ素塗布実施回数

よい歯の教室受講者数

日程変更を容易にするため、希望者には受
診日の案内をメール配信しているが、受診者
数の減少がみられる

単位

フッ素塗布受診者数

6,942支  出  合  計   

財
源

10,431 6,942

(予算）

※見直し内容を記入 電子カルテに変更。案内通知を登録希望された携帯メールに配信。

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

2,942 5,778事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

幼児のう蝕予防を図り、生涯を通じた歯や口腔の健康づくりの基礎を築く

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

6,331

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

（ ）

予防歯科室事業（母子保健）

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

１歳～７歳までの市民 （平成９年～平成１７年度までは、１歳～６歳までの市民）

「よい歯の教室」受講により登録し、誕生月とその半年後に歯科検診、ブラッシング、フッ素
塗布をセットで受診できる

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

2,959

6,15910,431

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

8,118

8,1186,159

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3372

2062 1 1

（直近）

132.8%

0.44人 1,956 0.44人 1,928 0.71人 2,844 0.72人 2,200 147.5%

0.14人 1,148 0.14人 1,120 0.16人 1,280 0.16人 1,248 114.3%

0.14人 504 0.14人 504 0.29人 1,044 0 207.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.16人 304 0.16人 304 0.26人 520 0.56人 952 171.1%

135.3%

国・府支出金 291.2%

受益者負担　 126.3%

その他財源 - 

一般財源      124.8%

93.3%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,559 1,538 2,797 3,403 3,400

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

20 18 16 31

15,593

2,096

3,189

2,018

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

12,366

15,21011,706

21 年度

(決算）

22 年度

2,498

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

各種がん検診事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

健康診査事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

胃がん：35歳以上、肺・大腸がん：40歳以上、総合がﾝ：40歳以上、子宮がん：20歳以上、乳がん：(超音
波)30歳以上40歳未満、(マンモ)40歳以上の市民

胃がん(間接・直接)、肺がん、大腸がん、総合がん、子宮がん、乳がん(超音波・マンモグラ
フィ)検診を集団方式で実施。

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

がんの予防及び早期発見

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成１９年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、がん予防重点教育及びがん検診実施
のための指針（厚生省老人保健福祉局老人保健課長）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

9,750 9,314 13,393

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

2,289 1,978

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

1,386

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

11,242

8,031 8,571 10,30810,694

693

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

バス検診など委託できる分については、事業
の委託をして実施している。

内　　　　　　　　容

無料クーポンによる受診者が増えている。
選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数の増

集団でないと出来ない事業（マンモグラフィ）もあり、また、個人の医院で
実施している検診にくらべ、休日急病で実施している検診の方が、１件当
たりの単価が安価で実施できるため、市の負担を考えると集団を継続、も
しくは拡充をするべきと考える。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計
上

の短縮番号
3372

2062 1 4

（直近）

101.2%

2.21人 8,779 2.60人 11,180 2.46人 9,680 2.26人 7,557 86.6%

0.70人 5,740 0.80人 6,400 0.70人 5,600 0.50人 3,900 87.5%

0.10人 360 0.80人 2,880 0.35人 1,260 0.35人 1,260 43.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.41人 2,679 1.00人 1,900 1.41人 2,820 1.41人 2,397 148.4%

99.6%

国・府支出金 130.7%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      96.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 18,111 15,179 16,895 16,510 16,510

（2） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（3） 回 6回 6回 6回 6回 6回

（4）

選択の
理　由

126,656

15,11010,211

90,067

99,747122,560

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 

非常勤職員

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課

保健衛生の充実

（ ）

各種がん検診事業

事
業
コ
ス
ト
等

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事業番号 / 枝 番号

胃がん：35歳以上、肺がん、大腸がん：40歳以上、子宮がん：20歳以上、乳がん：30歳以上
（ただしマンモグラフィ検査は40歳以上）、前立腺検査：50歳以上の市民

胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん検査及び前立腺検査を集団方式と個別方式
で実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

がん検診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

がんの早期発見及び早期治療

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和36年度　～　）

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、同法第19条の2（市町村による健康増進
事業の実施）、がん予防重点教育及びがん検診実施のための指針（厚生省老人保健福祉
局老人保健課長）

(予算）
区　　　　　分

※見直し内容を記入 70歳以上の市民の一部負担金免除制度を廃止

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

113,781 88,985 119,099

100,165

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

29,508

任期付短時間勤務職員

7,812

93,052 92,353 111,54689,536

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

受診率が低迷しており、精検未受診者につ
いてもフォローが不十分であり、受診率およ
び精検受診率について改善を図る必要があ
る。

選択の
理　由

各がん検診をより多くの対象者に受診してもらうことが重要であるが、受診
率が低迷している。
がん検診の重要性について普及啓発活動を行っていく。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3373

2062 1 2

（直近）

88.9%

0.25人 875 0.37人 1,313 0.22人 860 0.22人 801 65.5%

0.05人 410 0.10人 800 0.07人 560 0.07人 546 70.0%

0.05人 180 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.15人 285 0.27人 513 0.15人 300 0.15人 255 58.5%

85.3%

国・府支出金 100.4%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      84.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,945 1,785 1,628 1,700 1,700

（2） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（3） 回 6回 6回 6回 6回 6回

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

8,469

909553

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

6,452

7,3128,587

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

骨粗鬆症検診事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

骨粗鬆症検診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

18歳から70歳までの市民

医療機関による個別方式で実施。

実施期間

骨量減少を早期発見することにより骨粗鬆症を予防する。

事業内容の見直し 平成   年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成8年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、同法第４条（健康増進事業実施者の責
務）

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

7,712 7,256 7,668

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

686

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

8,569

7,901 8,018 7,5606,759

551

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

骨量減少を早期発見することにより骨粗鬆症
を予防している。

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

骨粗鬆症の予防に有効。継続する。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3373

2062 1

（直近）

105.2%

0.20人 969 0.17人 713 0.22人 1,120 0.22人 984 157.1%

0.08人 656 0.05人 400 0.10人 800 0.10人 780 200.0%

0.05人 180 0.05人 180 0.05人 180 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.07人 133 0.07人 133 0.07人 140 0.12人 204 105.3%

147.0%

国・府支出金 210.8%

受益者負担　 132.9%

その他財源 - 

一般財源      145.5%

90.4%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 116 76 106 150 120

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

1,169

42

168

78

10 10 9 18

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

181

1,3011,241

21 年度

(決算）

22 年度

113

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

骨粗鬆症検診事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

健康診査事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

１８歳以上７０歳以下の市民

年16回集団方式により実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

骨量減少を早期発見することにより、骨粗鬆症を予防する。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成１９年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条、同法第４条

185事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

85

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

272 172

885

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

33

任期付短時間勤務職員

37

130

1,078 763 9591,110

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

検査委託をしている。

内　　　　　　　　容

子宮がん・乳がん検診とのセット検診を実施
し、受診率向上に取り組んでいる。

選択の
理　由

骨粗鬆症検診を単独ではしておらず、子宮がん・乳がん・成人歯科検診
とまとめて実施している中での１つの検診で、業者への委託事業になり、
このまま継続して実施するべきと考えている。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3377

2062 1 3

（直近）

107.4%

0.70人 3,560 0.30人 875 0.30人 1,200 0.30人 1,120 137.1%

0.30人 2,460 0.05人 400 0.10人 800 0.10人 780 200.0%

0.20人 720 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 380 0.25人 475 0.20人 400 0.20人 340 84.2%

113.3%

国・府支出金 113.3%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      113.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 754 619 687 800 1,000

（2） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（3） 回 6回 6回 6回 6回 6回

（4）

選択の
理　由

生涯健康でいきいきと暮らすため、歯の健康づくりは大切である。
歯科検診の重要性を周知し受診率の向上を目指すとともに、歯科医師会
と協力し、事業の一層の充実を図っていく。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

歯科医師会に委託済み

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

歯の喪失を予防し、歯や口腔の健康を維持。
また寝たきり高齢者の口腔状況を把握し、口
腔疾患の予防・口腔衛生の向上を図っている

単位

受診者数

4,449支  出  合  計   

財
源

122 105

8,010 4,344

(予算）

※見直し内容を記入 平成22年度より在宅寝たきり老人等訪問歯科健康診査事業を含めた事業とする

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

3,574 5,730事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第3条、同法第4条

財務会計上の事業名

歯科検診事業

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

 歯を喪失する主な原因である歯周病やう蝕を早期発見し、早期予防に努め健全な歯・口腔
を維持することにより全身疾患も予防する。

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成8年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

4,572

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

（ ）

成人歯科検診事業

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

４０歳以上の市民

医療機関による個別方式で実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

3,839

5,0398,132

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

6,850

179119

6,6714,920

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3377

2062 1

（直近）

99.2%

0.14人 586 0.13人 498 0.18人 800 0.18人 672 160.6%

0.04人 328 0.03人 240 0.06人 480 0.06人 468 200.0%

0.04人 144 0.04人 144 0.05人 180 0 125.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.06人 114 0.06人 114 0.07人 140 0.12人 204 122.8%

148.6%

国・府支出金 1400.0%

受益者負担　 150.0%

その他財源 - 

一般財源      146.5%

100.9%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 27 14 20 36 27

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

853

5

39

14

3 2 2 5

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

120

920761

21 年度

(決算）

22 年度

18

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

成人歯科検診事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

健康診査事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

高齢期の歯の保有や歯の喪失予防

集団方式で年６回実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

高齢期の歯の保有や喪失予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成19年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第3条、同法第4条

181事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

12

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

175 121

619

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

1

任期付短時間勤務職員

1

26

734 606 809888

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

歯科医師、歯科衛生士による歯科検診のた
め、委託はできない。

内　　　　　　　　容

子宮がん、乳がん、骨粗鬆症検診とのセット
検診を実施し、受診率向上に取り組んでい
る。

選択の
理　由

成人歯科検診を単独ではしておらず、子宮がん・乳がん・骨粗鬆症検診
とまとめて実施している中での１つの検診で、個別よりも安価で実施できた
め、このまま継続して実施するべきと考えている。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2062 1 5

（直近）

84.7%

0.30人 2,460 0.30人 2,400 0.20人 1,600 0.20人 1,560 66.7%

0.30人 2,460 0.30人 2,400 0.20人 1,600 0.20人 1,560 66.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

67.9%

国・府支出金 84.3%

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      67.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 177 202 207 220 220

（2） 回 11 11 11 11 11

（3）

（4）

選択の
理　由

健康に対する意識を高める効果がある。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

集団健康教育受講者数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

集団健康教育実施回数

健康の保持・増進につながる
選択の
理　由

2,583

2,513 2,462 1,6481,653

121

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

104

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

157 183 262

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

医師、保健師、栄養士等による講義等

実施期間

健康の保持・増進につながる

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

健康教育事業

事業の対象【誰（何）を】

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

健康教育事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

155

1,7552,617

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

1,822

174102

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3378

2062 1 6

（直近）

64.8%

0.01人 82 0.05人 400 0.01人 80 0.01人 78 20.0%

0.01人 82 0.05人 400 0.01人 80 0.01人 78 20.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

37.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      37.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1 0 0 1 1

（2） 人 3 0 0 3 3

（3）

（4）

選択の
理　由

対象者の把握が困難。廃止を検討。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

指
標
値

区　　　　　分 単位

訪問実人員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

訪問延人員

対象者が少ないため、実績は上がらないが、
他課では支援できない対象者を支援する事
業のため廃止することはできない

選択の
理　由

647

145 647 126240

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

119

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

182 247 142事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法

(予算）
区　　　　　分

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

本人及び家族に対して、家庭を訪問し必要な保健指導を行うことにより、心身機能の低下
の防止と健康の保持増進を図る。

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和60年度　～　）

財務会計上の事業名

訪問事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

４０歳以上の者で、健康についての保健指導が必要であると認められる者

保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士等による家庭訪問

第1期実施計画の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

訪問指導事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

160

240264

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

220

94

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3583

2062 4 1

（直近）

103.2%

0.90人 7,380 1.16人 9,236 0.91人 7,280 0.91人 7,098 78.8%

0.90人 7,380 1.15人 9,200 0.91人 7,280 0.91人 7,098 79.1%

0 0.01人 36 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

88.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 81.4%

一般財源      102.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 42 36 35 30

（2） 人 1,462 1,539 1,284 1,266

（3）

（4）

選択の
理　由

現在民間でも実施している介護保険の事業なので、民間に引継、民であ
まり出来ていない、公がするべき事業に方向転換を図ろうと考えている。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

区　　　　　分 単位

訪問実人員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

介護保険の事業なので、民間でも実施してい
る。平成２５年度で民間に引継をする予定。

内　　　　　　　　容

訪問延人員

需用が供給に追いついていない
選択の
理　由

14,964

7,874

3,550 4,810 5,447

8,261

4,928

9,665 10,154

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

5,835 5,728 6,223

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第７１条１項

※見直し内容を記入

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

介護予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成19年度　～　）

財務会計上の事業名

訪問リハビリテーション事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

介護保険対象者

寝たきり対象者等の機能回復又は維持を図るため必要な訓練を在宅で行う

第1期実施計画の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

訪問リハビリテーション事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

5,909

13,18913,215

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

13,321

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

6140

2062 5 1

（直近）

105.8%

0.33人 2,643 0.29人 1,379 0.28人 1,300 0.35人 2,100 94.3%

0.32人 2,624 0.08人 640 0.07人 560 0.20人 1,560 87.5%

0 0.20人 720 0.20人 720 0.15人 540 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0 105.3%

104.9%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 99.4%

一般財源      105.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、アウトソーシング
等ができないか検討していきたい。
また、児童と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて健康診断を実
施し、健康状態を集約していきたい。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

既に病気で主治医にかかっている児童以
外、ほぼ全員が受診しており、自覚症状のな
い児童から病気を発見するスクリーニングとし
ての機能を果たしている

選択の
理　由

単位

健康診断受診率
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

17,978

2,350

17,044 15,652 16,163

2,311

16,546

2,278 2,326

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

16,679 16,599 16,413

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

※見直し内容を記入

実施期間

児童並びに教職員の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校
教育を円滑に実施する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

児童・教職員、学校環境

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

学校園保健事業

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 坂本　惠子

管理部　学務課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

小学校保健事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

17,557

18,85719,322

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

18,513

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

6260

2062 5 2

（直近）

99.9%

0.33人 2,643 0.29人 1,379 0.28人 1,300 0.35人 2,100 94.3%

0.32人 2,624 0.08人 640 0.07人 560 0.20人 1,560 87.5%

0 0.20人 720 0.20人 720 0.15人 540 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0 105.3%

99.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 104.3%

一般財源      98.6%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

10,605

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

8,596

9,89610,960

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 坂本　惠子

管理部　学務課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

中学校保健事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

学校園保健事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

生徒・教職員、学校環境

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

生徒並びに教職員の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校
教育を円滑に実施する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

8,317 8,602 8,505

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

9,981

1,058

10,012 9,015 9,547

1,008

8,888

948 966

内　　　　　　　　容

既に病気で主治医にかかっている生徒以
外、ほぼ全員が受診しており、自覚症状のな
い生徒から病気を発見するスクリーニングとし
ての機能を果たしている

選択の
理　由

単位

健康診断受診率
指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、アウトソーシング
等ができないか検討していきたい。
また、生徒と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて健康診断を実
施し、健康状態を集約していきたい。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

6380

2062 5 2

（直近）

90.8%

0.18人 1,476 0.27人 1,219 0.27人 1,220 0.35人 2,100 100.1%

0.18人 1,476 0.06人 480 0.06人 480 0.20人 1,560 100.0%

0 0.20人 720 0.20人 720 0.15人 540 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.01人 19 0.01人 20 0 105.3%

96.2%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 93.7%

一般財源      96.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、アウトソーシング
等ができないか検討していきたい。
また、園児と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて健康診断を実
施し、健康状態を集約していきたい。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

既に病気で主治医にかかっている園児以
外、ほぼ全員が受診しており、自覚症状のな
い園児から病気を発見するスクリーニングとし
ての機能を果たしている

選択の
理　由

単位

健康診断受診率
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

2,102

83

2,295 2,007 2,830

89

1,933

101 95

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

920 883 813

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

※見直し内容を記入

実施期間

児童並びに教職員の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、幼稚
園教育を円滑に実施する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

園児・教職員、学校環境

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

学校園保健事業

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業番号 / 枝 番号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

担当課長名 坂本　惠子

管理部　学務課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

幼稚園保健事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

802

2,0222,396

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

2,913

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2062

（直近）

- 

0.02人 164 0.01人 80 0.02人 160 0.01人 78 200.0%

0.02人 164 0.01人 80 0.02人 160 0.01人 78 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

200.0%

国・府支出金 - 

受益者負担　 - 

その他財源 - 

一般財源      200.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,428 391 409 400 400

（2） 回 194 30 29 30 30

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

78

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 

非常勤職員

0

160414

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

健康相談事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分 類 番 号 / 事 業 番 号 / 枝 番 号

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

財務会計上の事業名

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、栄養士等による相談

実施期間

生活習慣病の予防及び健康増進

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）、第１
７条（市町村による生活習慣病相談等の実施）

※見直し内容を記入 22年度から薬事相談を中止した。

アルバイト

H23/H22

250 0 0

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   

財
源

166

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

80

248 80 78160

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

相談実施回数

市民の生活習慣病の予防に個別的に対応
できている

選択の
理　由

指
標
値

区　　　　　分 単位

相談延人員

今後も一人ひとりのニーズにあった相談を行う。

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8895

2063 1 1

（直近）

97.1%

0.83人 6,806 0.80人 6,400 0.84人 6,720 0.00人 0 105.0%

0.83人 6,806 0.80人 6,400 0.84人 6,720 0 105.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

104.3%

国・府支出金 97.0%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 97.1%

一般財源      104.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 4,685 4,615 4,795 0 0

（2） 回 383 404 411 0 0

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

0

228

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

609

7,3297,515

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

介護予防普及啓発事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

介護予防普及啓発事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

パンフレットの作成、配布、講座等

実施期間

介護予防に資する基本知識を普及啓発

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

709 627 0

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

265

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

7,027

6,896 6,479 0

304

6,797

235

354 313

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可

内　　　　　　　　容

実施回数

介護予防に資する基本知識を普及啓発して
いる
(24年度より介護保険課にて実施)

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加人数

２４年度から介護保険課において実施

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8895

2063 1 1

（直近）

188.1%

0.16人 1,249 0.17人 1,255 0.17人 1,300 0.33人 2,513 103.6%

0.15人 1,230 0.15人 1,200 0.16人 1,280 0.32人 2,496 106.7%

0 0.01人 36 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 105.3%

116.5%

国・府支出金 468.4%

受益者負担　 Ｂ 109.2%

その他財源 457.7%

一般財源 105.1%

93.8%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 25 29 52 60 60

（2） 人 520 868 948 1,485 1,200

（3） 回 48 96 96 96 96

（4）

選択の
理　由

介護保険未認定者を対象に実施している事業で、介護保険認定者を減
らすための予防事業であるため、民間では実施していない事業である。
介護保険と調整をしながら今後のあり方を検討していく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加実人員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

2次予防として介護保険課が委託で実施して
いるが、1次予防は行っていない。

内　　　　　　　　容

実施回数

参加延人員

ニーズが多く十分応じきれていない状態。
１次予防と位置づけて実施している。

選択の
理　由

1,481

169

1,288 1,263 2,555

119

1,328

19

156 26

104 173

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

116

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

415 226 634

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条の３８

※見直し内容を記入

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

介護予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成19年度　～　）

財務会計上の事業名

介護予防普及啓発事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

一般高齢者

通所により、運動器の向上等に効果がある事業を実施

第1期実施計画の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

189

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

介護予防普及啓発事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

425

1,7251,664

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

6 12 11 12

3,147

126

297

89

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8896

2063 1 2

（直近）

71.4%

0.34人 2,788 0.29人 2,320 0.34人 2,720 0.20人 1,560 117.2%

0.34人 2,788 0.29人 2,320 0.34人 2,720 0.20人 1,560 117.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

109.2%

国・府支出金 71.4%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 71.3%

一般財源      116.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 回 23 22 23 23 0

（2） 人 446 436 457 460 0

（3） 回 17 16 16 16 0

（4） 人 266 264 256 260 0

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1,560

210132

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

354

3,0743,228

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

地域介護予防活動支援事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

地域介護予防活動支援事業

事業の対象【誰（何）を】

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

ボランティア等

人材養成のための研修等を実施

実施期間

介護予防に関するボランティア等の人材養成

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条の３８

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成　　年度

アルバイト

H23/H22

440 496 560

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

164

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

2,816

280

2,845 2,384 1,560

176

2,766

185

219 247

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

24年度をもって廃止予定

内　　　　　　　　容

勉強会実施回数

地区巡回活動参加者数

介護予防に関するボランティア等の人材養
成のため、ボランティアのあり方を再検討す
べきである。

選択の
理　由

勉強会参加者数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

地区巡回活動実施回数

　居宅において、健康で生き生きとした生活を営むことができるよう支援す
ることが目的。
　地域における社会資源の有効活用を図る必要がある。ボランティアのあ
り方を再検討すべきである。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8891

2063 1 3

（直近）

100.0%

0.01人 82 0.01人 80 0.01人 80 0.00人 0 100.0%

0.01人 82 0.01人 80 0.01人 80 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

国・府支出金 100.0%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 100.0%

一般財源      100.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 0 0 0 0 0

（2） 人 0 0 0 0 0

（3） 回 0 0 0 0 0

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

0

1

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3

8385

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

訪問型介護予防事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

通所型介護予防事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

閉じこもり、認知症、うつ等のおそれのある特定高齢者

保健師等が該当者の居宅等を訪問し、必要な相談・指導を実施

実施期間

介護予防のため

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条の３８

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

3 3 0

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

1

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

83

83 81 0

1

81

1

1 1

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可

内　　　　　　　　容

実施回数

参加延人員

２４年度より介護保険課にて実施。
選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加実人員

(24年度から介護保険課において実施)

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8890

2063 1 3

（直近）

59.1%

0.42人 3,444 0.05人 400 0.61人 4,880 0.00人 0 1220.0%

0.42人 3,444 0.05人 400 0.61人 4,880 0 1220.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

412.5%

国・府支出金 59.2%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      505.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 92 71 48 0 0

（2） 人 542 400 357 0 0

（3） 回 105 136 72 0 0

（4）

選択の
理　由

(24年度から介護保険課において実施)

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可

内　　　　　　　　容

実施回数

参加延人員

対象者や内容、通所しやすい場所等運営上
に工夫が必要
(24年度より介護保険課にて実施)

単位

参加実人員

1,314支  出  合  計   Ａ

財
源

375 336

4,085 978

(予算）

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

914 0事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条の３８

財務会計上の事業名

通所型介護予防事業

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

介護予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

1,016

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

通所型介護予防事業

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

特定高齢者（虚弱高齢者）

通所により栄養改善、口腔機能向上等に効果がある個別指導を実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

540

5,4204,460

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

0

199

0

274

4,947

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8910

2063 1

（直近）

115.4%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

115.0%

国・府支出金 115.5%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 115.4%

一般財源      113.2%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 46 39 11 5 5

（2） 人 46 39 166 225 255

（3） 人 728 637 1,319 1,400 1,600

（4） 人 実施なし 実施なし 809 820 840

選択の
理　由

(決算）

24 年度

32,439

18,75816,733

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

27,889

28,68924,412

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 小松　伸

保健福祉部　高齢介護課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

介護予防ケアマネジメント事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

介護予防事業

事業の対象【誰（何）を】

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

高齢者

介護予防の動機付け、行動変容への誘導し、自立生活の支援を行う

実施期間

要介護状態になることを予防する

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法115条の45

※見直し内容を記入 地域包括支援センター管理システムの再構築

事業内容の見直し 平成23年度

アルバイト

H23/H22

23,592 24,157 31,659

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

14,154

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

24,957

6,648

5,540 5,633 7,033

5,577

6,379

14,493

4,718 4,831

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

委託で実施

内　　　　　　　　容

二次予防教室勧奨者数

アセスメント件数

地域ぐるみで自発的に介護予防に取り組め
るよう支援している

選択の
理　由

調査票未返送者フォロー件数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

ケアプラン作成件数

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化を
緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8890

2063 2

（直近）

121.7%

0.51人 2,292 0.51人 2,250 0.81人 3,000 0.81人 2,868 133.3%

0.21人 1,722 0.21人 1,680 0.21人 1,680 0.21人 1,638 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.30人 720 0.30人 720 - 

0.30人 570 0.30人 570 0.30人 600 0.30人 510 105.3%

125.4%

国・府支出金 122.0%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 121.5%

一般財源      130.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 92 71 197 225 250

（2） 人 542 400 1,859 2,500 3,000

（3） 回 105 136 192 120 120

（4）

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ） （ 介 護 保 険 ）

第1期実施計画の事業名 通所型介護予防事業

財務会計上の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

担当部課名 保健福祉部　高齢介護課

担当課長名 小松　伸

１　事務事業の概要

施策名 保健衛生の充実

22 年度 23 年度

通所型介護予防事業

H23/H22
(予算）(決算）

事業の対象【誰（何）を】 二次予防事業対象者

事業の目的【どのような結果を得るか】 自立した生活および自己実現の支援を行う

事業の手段【どうする（させる）ことで】 通所により運動機能、栄養改善及び口腔機能の向上等に効果がある事業を実施

実施期間 （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業内容の見直し 平成23年度

※見直し内容を記入
実施主担課を健康増進課より高齢介護課へ移し、民間事業者へ事業委託し、単独の教室
より運動機能、栄養改善等を複合した教室とした

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法115条の４４

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

アルバイト

24 年度

4,885 5,947

(決算） (決算）

18,301

区　　　　　分
21 年度

事　業　費（千円） 3,764

支  出  合  計   Ａ 6,056

人　件　費 （人・千円）

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

7,135 8,947 21,169

財
源

1,383 1,814 2,213 6,863

1,917 2,462 2,992 9,150

3,742 5,156

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

参加延人員

実施回数

2,756 2,859

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

委託で実施

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

参加実人員

３　成果の達成状況

選択の
理　由

平成23年度より、参加者が運動、栄養、口腔
機能等、トータルな健康知識を得ることがで
きる事業を目指しており、事業の効果、参加
率の向上を目指している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化を
緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8890

2063 2

（直近）

26.0%

0.16人 1,249 0.17人 1,255 0.17人 1,300 0.00人 0 103.6%

0.15人 1,230 0.15人 1,200 0.16人 1,280 0 106.7%

0 0.01人 36 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01人 19 0.01人 19 0.01人 20 0 105.3%

44.6%

国・府支出金 25.4%

受益者負担　 Ｂ 1.7%

その他財源 - 

一般財源      81.4%

3.7%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 21 11 11 0 45

（2） 人 292 136 163 0 600

（3） 回 60 79 40 0 120

（4）

選択の
理　由

0

375

1 38 1

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,032

2,3323,997

21 年度

(決算）

22 年度

33

担当課長名 山田  和彦

保健福祉部休日急病診療所担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 事 業 ）

通所型介護予防事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

通所型介護予防事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

特定高齢者

通所により介護予防、運動器の機能向上に効果があると認められる事業を実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

介護予防

事業内容の見直し 平成19年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成18年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条３８

0事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

1,998

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

2,748 3,971

5,226

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

1,008

任期付短時間勤務職員

1,478

1,344

59

1,586 1,750 0

499

1,425

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

内　　　　　　　　容

実施回数

参加延人員

介護保険課で事業実施することになったた
め、休日急病診療所での事業は廃止する。

選択の
理　由

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加実人員

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8895

2063 3

（直近）

190.5%

0.83人 2,551 0.58人 2,505 0.88人 3,260 0.88人 3,109 130.1%

0.23人 1,886 0.23人 1,840 0.23人 1,840 0.23人 1,794 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.30人 720 0.30人 720 - 

0.35人 665 0.35人 665 0.35人 700 0.35人 595 105.3%

145.5%

国・府支出金 211.4%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 177.0%

一般財源      132.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 4,685 4,615 4,795 5,000 5,500

（2） 回 383 404 411 450 480

（3）

（4）

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ） （ 介 護 保 険 ）

第1期実施計画の事業名 介護予防普及啓発事業

財務会計上の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

担当部課名 保健福祉部　高齢介護課

担当課長名 小松　伸

１　事務事業の概要

施策名 保健衛生の充実

22 年度 23 年度

介護予防普及啓発事業

H23/H22
(予算）(決算）

事業の対象【誰（何）を】 主として高齢者

事業の目的【どのような結果を得るか】 介護予防に資する知識の普及啓発

事業の手段【どうする（させる）ことで】 パンフレットの作成・配布、講座等開催

実施期間 （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業内容の見直し 平成24年度

※見直し内容を記入 平成23年度より高齢介課が主担課となる

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法115条の４４

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

アルバイト

24 年度

853 1,625

(決算） (決算）

7,385

区　　　　　分
21 年度

事　業　費（千円） 3,436

支  出  合  計   Ａ 5,987

人　件　費 （人・千円）

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

3,358 4,885 10,494

財
源

1,247 254 537 2,761

1,768 512 906 3,693

3,442 4,040

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

実施回数

2,972 2,592

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

参加人数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

介護予防に資する基本知識を普及啓発して
いる

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化を
緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8893

2063

（直近）

11.2%

0.58人 2,551 0.58人 2,505 0.88人 3,260 0.88人 3,109 130.1%

0.23人 1,886 0.23人 1,840 0.23人 1,840 0.23人 1,794 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.30人 720 0.30人 720 - 

0.35人 665 0.35人 665 0.35人 700 0.35人 595 105.3%

18.2%

国・府支出金 11.1%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 11.1%

一般財源      51.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 9,453 9,276 9,262 9,500 10,000

（2） 人 9,453 9,276 7,773 8,075 8,500

（3） 人 728 637 3,300 3,210 3,315

（4） 率 7,7 6,9 42,5 40,0 39,0

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ） （ 介 護 保 険 ）

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

担当部課名 保健福祉部　高齢介護課

担当課長名 小松　伸

１　事務事業の概要

施策名 保健衛生の充実

22 年度 23 年度

二次予防事業対象者把握事業

H23/H22
(予算）(決算）

事業の対象【誰（何）を】 要介護認定を受けていない65歳以上の市民

事業の目的【どのような結果を得るか】 要支援、要介護状態となるおそれの高い状態にある者を対象者と決定する

事業の手段【どうする（させる）ことで】 基本チェックリスト（調査票）を送付し、生活機能調査を行う

実施期間 （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業内容の見直し 平成23年度

※見直し内容を記入 地域支援事業実施要綱の改正に基づき、基本チェックリスト（調査票）により対象者を把握

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法115条の４４

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

アルバイト

24 年度

39,668 4,424

(決算） (決算）

8,160

区　　　　　分
21 年度

事　業　費（千円） 41,303

支  出  合  計   Ａ 43,854

人　件　費 （人・千円）

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

42,173 7,684 11,269

財
源

15,488 14,875 1,658 3,060

20,651 19,833 2,211 4,080

3,815 4,129

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

回答者

二次予防対象者

7,715 7,465

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

委託で実施

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

実施者

対象者出現率

３　成果の達成状況

選択の
理　由

対象者の把握が調査票のみで簡単に行え
る。追加項目の見直しが必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化を
緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3370

2064 1 1

（直近）

98.1%

0.70人 5,740 1.00人 8,000 1.00人 8,000 0.50人 3,900 100.0%

0.70人 5,740 1.00人 8,000 1.00人 8,000 0.50人 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

98.2%

国・府支出金 0.0%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      98.6%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 22,670 27,608 26,371 27,000 27,000

（2）

（3） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（4）

選択の
理　由

ポリオワクチンの不活化や任意予防接種の定期化への動きなどがあり、
市の財政負担が大きくなってくる。
国や府の財政措置により、安定した事業の実施と市の財政負担の軽減を
引き続き強く求めていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

すでに予防接種の実施については池田市医師会
に委託済。
予防接種データー入力についても予算の可能な
範囲で業務委託中。予算の増により全データー入
力が委託可能。

内　　　　　　　　容

年間事業冊子

単位

接種者数

143,105

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

618

高い接種率により疾病の発生及びまん延を
予防している。

選択の
理　由

125,741 145,138 154,752

※見直し内容を記入
日本脳炎新ワクチンにて接種の再開(平成18年～)麻しん風しん三期四期の接種開始
(平成20年～)

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

120,001 137,756

人　件　費 （人・千円）

150,927事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 予防接種法

予防接種法に基づく各種予防接種を実施し、疾病の発生及びまん延を予防する。

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和25年度　～　）

（ ）

予防接種事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

予防接種事業

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

予防接種法に基づく年齢の範囲内の乳幼児等及び高齢者

集団接種 ： ポリオ（小児麻痺予防）
個別接種 ： 麻しん、風しん、三種混合、ｼﾞﾌﾃﾘｱ・破傷風、日本脳炎および(高齢者等の)
　　　　　　　　ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

135,105

143,105125,741

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

145,756支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

154,827

75

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3370

2064 1 1

611.3%

0.00人 0 0.30人 2,400 0.30人 2,400 0.20人 1,560 100.0%

0.00人 0 0.30人 2,400 0.30人 2,400 0.20人 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

535.5%

国・府支出金 587.4%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      495.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人(％) 0 372(53.7) 833(46.3) 1,260(70.0) 1,260(70.0)

（2） 人(％) 0 490(45.0) 1,131(25.1) 3,150(70.0) 3,150(70.0)

（3） 人(％) 0 550(45.3) 1,168(26.0) 3,150(70.0) 3,150(70.0)

（4） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

選択の
理　由

(決算）

24 年度

123,030

60,73541,091

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

84,268

86,6680

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

予防接種事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業実施要領による対象の乳幼児等及び児童、生徒

個別接種 ： 子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌予防接種
　
任意接種である子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌の予防接種について国の施策により
その費用を助成する補助事業。

実施期間

費用を助成することで接種を促し、子宮頸がんや肺炎、髄膜炎の発生及びまん延を予防す
る。

事業内容の見直し

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成22年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

0 13,785 121,470

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

16,185

0 9,190 62,29545,577

6,995

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

すでに予防接種の実施については池田市医師会に
委託済。
予防接種データー入力についても予算の可能な範囲
で業務委託中。予算の増により全データー入力が委
託可能。

内　　　　　　　　容

小児用肺炎球菌ワクチン　接種者

ヒブワクチン　接種者

疾病の発生及びまん延の予防を図っている
選択の
理　由

年間事業冊子

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

子宮頸がん予防　接種者

平成２５年度から予防接種法の改正により定期接種化される予定。国から
の公費助成が全額地方交付税となる。今後、接種対象者、接種期間等が
どうなるかを見極めが必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3375

2064 1 2

（直近）

122.2%

0.55人 4,510 1.00人 8,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 50.0%

0.55人 4,510 1.00人 8,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 50.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

70.5%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      70.5%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 858 873 840 900 900

（2） ％ 99.2 101.2 97.3 100.0 100.0

（3） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（4） 人 800 800 800 800 800

選択の
理　由

7,894

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3,877

7,8776,698

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

結核予防接種事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

結核予防接種事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

生後０ヶ月から６か月未満の乳児

集団接種。ツベルクリン反応検査を廃止し、BCGを直接接種。４か月健診時に保健福祉総
合センターで同時実施。

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

予防接種法に基づく結核予防接種を実施し、結核の発生及びまん延を予防する。

事業内容の見直し 平成17年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和27年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 予防接種法

3,994事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

※見直し内容を記入
生後０ヶ月から４歳未満の対象年齢から生後０ヶ月から６か月未満に切り替え早期に結核を
予防すべくBCG予防接種を実施

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

2,188 3,172

11,172

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

6,698 11,172 7,8947,877

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会に個別接種にて委託可能。

内　　　　　　　　容

年間事業冊子

接種率

高い接種率により結核の発生及びまん延の
予防が図られている。

選択の
理　由

高い接種率を維持するにより結核を制圧できる。
個別接種を行える体制を池田市医師会が整えることができるかどうかが課
題。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

個人通知

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

接種者数

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3385

2064 1 3

（直近）

101.2%

0.10人 590 0.11人 880 0.05人 400 0.05人 390 45.5%

0.05人 410 0.11人 880 0.05人 400 0.05人 390 45.5%

0.05人 180 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

98.3%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      98.3%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 8,883 8,978 9,085 10,000 10,000

（2） 世帯 48,000 48,500 48,500 48,500 48,500

（3） 回 6回 6回 6回 6回 6回

（4）

選択の
理　由

18,112

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

15,725

16,12515,843

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

担当課長名 藤田　恵子

保健福祉部健康増進課

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

結核検診事業

事
業
コ
ス
ト
等

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

結核検診事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

65歳以上の市民

住民健康診査と同時実施

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

結核の早期発見、早期治療

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 感染症法第53条の2（定期の健康診断）第3項

※見直し内容を記入 個別検診のみで実施

アルバイト

H23/H22

15,253 15,532 17,722

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

16,412

15,843 16,412 18,11216,125

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会に委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

結核の早期発見、早期治療が図られている。
選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

結核に関する正しい知識の普及。継続。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3450

2064 2

（直近）

105.2%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0.10人 820 0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

104.8%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      104.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1）  27 25 21 30 30

（2） ㎏ 20 18 27 30 30

（3）

（4）

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

　本事業については、順調に推移しており、特に課題と呼べるものはない
が、感染症予防法及び公衆便所設置条例に基づいて行っており、今後も
継続して取り組んでいく必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

(財)池田市公共施設管理公社に業務を委託
し、その経費について補助金を支出

内　　　　　　　　容

ハイカプシン粒剤

害虫発生の抑制、公衆便所の清掃保持に努
める

選択の
理　由

9,989 9,963 11,72710,444

単位

レナトップ乳剤散布

9,963

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

9,169 9,163 10,947事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第27条・28条、公衆便所設置条例

(予算）
区　　　　　分

実施期間

公衆衛生の維持・向上・回復及び公衆便所の快適な供用に資する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

水路・下水道及び条例設置の公衆便所

(財)池田市公共施設管理公社に業務を委託して、水路・下水道管内の害虫駆除や感染症
発症時の消毒及び市内4箇所に設置の公衆便所の維持管理を実施

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 畠仲　逸志

環境部　業務センター担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

9,644

10,4449,989

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

11,727

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3410

2064 3

（直近）

100.0%

0.30人 2,460 0.30人 2,400 0.30人 2,400 0.30人 2,340 100.0%

0.30人 2,460 0.30人 2,400 0.30人 2,400 0.30人 2,340 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 131.9%

一般財源      83.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 60 59 59 59 60

（2） 回 3 3 4 5 5

（3） 回 4 4 5 6 6

（4）

選択の
理　由

3,740

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,272

3,6723,790

21 年度

(決算）

22 年度

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

飼犬登録事務事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

飼犬登録事務事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

担当課長名

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

中　　功

環境部環境にやさしい課担当部課名

市民

広報誌、市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等による啓発及びダイレクトメールによる狂犬病予防接種の通知

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

狂犬病の発生及び蔓延防止並びに飼犬の適正飼養を図り、公衆衛生の向上と公共の福
祉に資する。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 狂犬病予防法

1,400事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

24 年度

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

1,330 1,272

3,672

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

1,330 1,272 1,388

2,460 2,400 2,352

1,678

1,994

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

登録事務及び狂犬病予防注射済票交付事務に
関しては獣医師に委託済み（地方自治法第158
条）
他の部分に関しては、狂犬病予防法第4条・第5条
により不可

内　　　　　　　　容

広報誌・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・ﾊｶﾞｷ等による啓発

広報誌・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等による啓発

多頭飼育者などが増加傾向にあるが、登録
及び狂犬病予防注射は飼い主の申し出によ
る為、正確な頭数等については不明

選択の
理　由

犬の登録と狂犬病予防注射の接種を向上させるため、飼い主へ広報誌
やホームページ等で更なる啓発を行っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

狂犬病予防注射接種率

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3348

2065 1 1

（直近）

34.2%

1.21人 7,622 0.60人 3,920 0.74人 3,544 0.74人 3,504 90.4%

0.71人 5,822 0.40人 3,200 0.20人 1,600 0.20人 1,560 50.0%

0.50人 1,800 0.20人 720 0.54人 1,944 0.54人 1,944 270.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

66.9%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      66.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 5,000 5,000 1,500 1,500

（2） 人 5,000 5,000 1,500 1,500

（3）

（4）

選択の
理　由

今後も市民の健康づくりの普及および啓発を図る必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

委託より、廃止が望ましい

内　　　　　　　　容

参加人数

運営方法の再検討(市の補助金が必要か）。
地域分権事業等により、完全自主運営とする
等検討が必要。

単位

公衆衛生、健康増進の意識向上

6,746支  出  合  計   Ａ

財
源

12,583 6,746

(予算）

※見直し内容を記入
健康まつりを廃止し「健康」に特化した内容に変更し、会場も保健福祉総合センターに変更
した

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

2,826 1,877事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

財務会計上の事業名

市民健康フォーラム事業

事業の対象【誰（何）を】

区　　　　　分

実施期間

市民の健康意識の向上

事業内容の見直し 平成23年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成20年度　～　）

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

4,961

人　件　費 （人・千円）

任期付短時間勤務職員

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

池田市民健康フォーラム事業

保健福祉部健康増進課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

健康フォーラムの開催

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

966

4,51012,583

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

5,381

5,3814,510

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計


